
様式４

第１　事業計画

１　個別事業計画一覧表（１）

円/ha　　　　m
3

　　うち森林作業道整備

　　A区分

　　B区分

　　C区分

機能強化（単独型）

機能強化（一体型）

５年度交付金

養父市ほか1市1町 養父市森林組合ほか3団体 510.21 8,286 4,143 ５年度基金

510.21 8,286 4,143

５年度交付金

５年度基金

５年度交付金

５年度基金

５年度交付金

５年度基金

５年度交付金

５年度基金

５年度交付金

５年度基金

510.21 8,286 4,143

　うち一貫作業システム
　　円/ha
植栽樹種：
植栽本数：　本/ha

　うち低コスト造林

　　円/ha
具体的な施業：
植栽樹種：
植栽本数：　本/ha

　うち下刈り
　　円/ha
下刈り回数：　回目

資機材の種類：

関連条件整備活動

　うち森林作業道の整備

関連条件整備活動

合計

路網整備・
機能強化

林業専用道（規格相当）の整備

補強

点検診断

森林作業道の整備

林道等の機能強化

森林作業道の機能強化

合計

再造林の
低コスト化

の促進

低コスト
再造林対策

低コスト造林の支援

機械器具の整備

合計

附帯事務費

総計

令和　年　月　日 現在

目標
事業種目

（メニュー）
実施市町村 事業実施主体

事業量
（ha、m、箇所）

事業費
（千円）

国費
（千円）

備考

附帯事務費

総計

森林整備の地域
活動推進

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成促進

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林境界の明確化

交付金合計

基金合計

林業・木材産業の
生産基盤強化

間伐材生産

間伐材生産

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林所有者の探索

交付金合計

林業専用道（規格相当）の復旧

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた
条件整備

交付金合計

交付金総計

基金総計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
都道府県推進事務

交付金合計

基金合計

（森林整備地域活動支援対策のうち）
市町村推進事務

交付金合計

基金合計

基金合計



１　個別事業計画一覧表（２）

＜合計＞

山地防災情報の周知

森林資源の保護 9,499 4,749

林業の多様な担い手
の育成

2,296 1,148

林業経営体の育成

＜個別事業計画＞

森林資源の保護
森林資源保護の推
進

防除連絡協議会開催、地区
説明会の開催

兵庫県
158 79

２回開催(兵庫県・
丹波市)
報酬費 113千円
旅費　    32千円
需用費     2千円
役務費     2千円
使用料     9千円

森林資源の保護
森林資源保護の推
進

抵抗性マツの植栽 兵庫県 550 275
苗木代439千円
植栽指導経費
111千円

森林資源の保護
森林環境保全の推
進

推進員に対する指導等を行
う森林保全巡視指導員の配
置及び指導員資質向上のた
めの研修実施

兵庫県 8,791 4,395

４名配置
報酬費  5,709千
円　共済費
1,164千円
地域手当   348千
円
期末手当 1,212千
円
旅費　　   358千
円

林業の多様な担い手
の育成

人材の確保・育
成・定着

林業技術者研修及び事業体
への雇用改善指導

（公財）兵庫県営林
緑化労働基金

1,996 998

研修開催経費
1,848千円
協議会開催経費
85千円
事業体指導経費
63千円

林業の多様な担い手
の育成

労働安全の確保
作業現場の点検パトロール
の実施、労働安全衛生マネ
ジメント推進

林災防兵庫県支部 300 150

指導事業経費
155千円
研修会開催経費
99千円
計画作成指導費
46千円

地域
提案

備　考目標 メニュー 実施内容 事業実施主体
事業費

（千円）
国費

（千円）



２　計画主体ごとに定める指標（全体指標）

数値 単位
年度

（西暦）
数値 単位

年度
（西暦）

協議会の開催回数
松くい虫防除事業の円滑な実施を図
るため、地域関係者の意見を聴取す
る協議会の開催回数

2 回
R5

(2023)
2 回

R6
(2024)

抵抗性松の植栽本数
ひょうご元気松10万本植栽事業で植
栽する計画植栽本数

4000
本/
年

R5
(2023)

4000
本/
年

R6
(2024)

森林環境保全の推進 森林保全巡視指導員の配置人数 推進員に対する指導等を行う人数 4 人
R5

(2023)
4 人

R6
(2024)

人材の確保・育成・定着
素材生産量
新規就業者数

本対策による雇用の改善効果は
新規就業者数に反映されるため

486,000
（H31-R3）

55
（H31-R3）

m3

人

R5
(2023)

508,000

30

m3

人

R6
(2024)

­
目標値
30人/年
以上

労働安全の確保
素材生産量
災害発生件数(減少率)

本対策による労働災害防止の効果は
新規就業者数に反映されるため

486,000
（H31-R3）

35
（H31-R3)

m3

件

R5
(2023)

508,000

30

m3

件

R6
(2024)

-

R２年を
起点とし
減少率
30％

備考

林業・木材産業の生産基盤
強化

目標
事業種目

（メニュー）
全体指標

指標設定の考え方
（目標との関連性）

現状値 目標値

再造林の低コスト化の促進

林業の多様な
担い手の育成

林業経営体の育成
林業経営体育成対策
（林業機械リース支援）

山地防災情報の周知
山地防災情報伝達の総合的
な推進

森林資源の保護

森林資源保護の推進


